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平成２１年度東京都中央卸売市場会計決算審査意見書 

 

第１ 審 査 の 概 要 

１ 審査の対象  中央卸売市場 

２ 審査の方法 

この決算審査に当たっては、知事から提出された決算書類が、中央卸売市場事業の経営成績及

び財政状態を適正に表示しているかを検証するため、決算諸表、総勘定元帳その他の帳簿及び証

拠書類の照合等を行うとともに、関係部局から決算についての説明を聴取するなどの方法により

審査を実施した。 

また、本事業の経営状況を把握するため計数の分析を行うとともに、経済性の発揮及び公共性

の確保の観点から事業運営が適切に行われているかを検証した。 

３ 審査の期間  平成２２年６月３日から同年８月３０日まで 

 

第２ 審 査 の 結 果 

１ 決算諸表について 

審査に付された決算諸表は、中央卸売市場事業の経営成績及び財政状態を、適正に表示してい

るものと認められる。 

２ 事業運営について 

平成２１年度における市場の取扱数量は、生鮮食料品が２８２万トン、花きが１８億８，８０

７万本であり、前年度と比較すると、生鮮食料品では３万６，７２７トン、花きでは、３，０９

７万本それぞれ減少している。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆７６５億余円、花きが８８０億余円であり、総売上金額は１兆

１，６４５億余円となり、前年度の総売上金額と比較して７０４億余円減少している。 

収支状況は、総収益１９０億８，８７３万余円に対し、総費用１５９億５，５１２万余円であ

り、差引き３１億３，３６０万余円の純利益となっている。 

財政状況は、資産５，９８５億４２６万余円、負債４１億３，９３３万余円及び資本５，９４

３億６，４９２万余円となっている。 

経営状況は、営業損失が継続して生じており、市場は、今後とも、より一層効率的な事業運営

に努める必要がある。 

 

 

 



 - 2 -

第３ 経営状況の概要 

１ 市場における取引の概況について 

中央卸売市場の事業は、卸売市場法（昭和４６年法律第３５号）に基づき開設された１１市場

で運営されており、都民の食生活に必要な生鮮食料品等の円滑な流通を確保するため、市場施設

の整備並びに維持管理を行っている。 

平成２１年度における卸売業者の取扱部類別取扱量・売上金額は表１のとおりである。 

取扱量は、生鮮食料品が２８２万トン、花きが１８億８，８０７万本であり、前年度と比較す

ると、生鮮食料品では３万６，７２７トン（１．３％）減少し、花きでは、３，０９７万本（１．

６％）減少している。生鮮食料品の内訳を見ると、水産物は、５８万４，４９３トンで、前年度

と比較すると、３万６５１トン（５．０％）減少している。青果物は２１５万９，７１４トンで

前年度と比較すると、５，０４６トン（０．２％）減少している。食肉は、８万２，８２１トン

で前年度と比較すると、１，０２８トン（１．２％）減少している。 

売上金額は、生鮮食料品が１兆７６５億余円、花きが８８０億余円であり、総売上金額は１兆

１，６４５億余円となり、前年度の総売上金額と比較して７０４億余円（５．７ ％）減少して

いる。 

 

（表１）卸売業者の取扱部類別取扱量・売上金額 

平成２１年度 平成２０年度 増（△）減 

取扱量 売上金額  取扱量 

(t) 

売上金額 

(千円) 

取扱量 

(t)

売上金額 

(千円) (t) (%) (千円)  (%)

水 産 物 584,493 467,079,951 615,145 514,724,783 △30,651 △5.0 △47,644,832 △9.3

青 果 物 2,159,714 512,925,908 2,164,761 525,155,724 △ 5,046 △0.2 △12,229,815 △2.3

食   肉 82,821 96,538,800 83,850 104,496,441 △ 1,028 △1.2 △  7,957,641 △7.6

生鮮食料品 

合   計 
2,827,029 1,076,544,659 2,863,757 1,144,376,948 △36,727 △1.3 △ 67,832,289 △5.9

花   き 
万本 

188,807 

 

88,054,531 

万本

191,905 90,713,669

万本

△ 3,097

 

△1.6 △  2,659,137 △2.9

総売上金額 － 1,164,599,191 － 1,235,090,618 － －  △ 70,491,426 △5.7

（注）花きの取扱量は、切葉・切枝・鉢物・苗木・その他について、切花に換算した本数である。 
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２ 経営成績について 

平成２１年度における中央卸売市場事業の経営成績は、表２（詳細は、別表１比較損益計算

書）のとおり、総収益１９０億８，８７３万余円に対して、総費用１５９億５，５１２万余円で

あり、差引き３１億３，３６０万余円の純利益となっている。 

 

   （表２）経営成績比較表                   （単位：千円、％） 

増（△）減      年 度

 

科 目 

平成２１年度

(A) 

平成２０年度

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

収
益 

営 業 収 益

営業外収益

特 別 利 益

14,069,618

2,642,614

2,376,504

14,135,317

3,435,770

   1,637,559

△ 65,699

△793,156

738,944

△ 0.5

△23.1

45.1

総 収 益 19,088,737 19,208,648 △119,910     △ 0.6

費
用 

営 業 費 用

営業外費用

15,489,081

466,046

16,046,396

675,803

△557,315

△209,756

     △ 3.5 

△31.0

総 費 用 15,955,127 16,722,199 △767,072 △ 4.6

営業損（△）益 △ 1,419,462 △ 1,911,078 491,616          25.7

経常損（△）益 757,104 848,888 △ 91,783 △10.8

純損（△）益 3,133,609 2,486,448 647,161          26.0
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（１）収益について 

収益は、表３のとおり、総収益１９０億８，８７３万余円であり、その内訳は、営業収益１

４０億６，９６１万余円、営業外収益２６億４，２６１万余円、特別利益２３億７，６５０万

余円である。 

 

（表３）収益比較表                      （単位：千円、％） 

平成２１年度 平成２０年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100

総 収 益 19,088,737 100 19,208,648 100 △119,910 △ 0.6

営 業 収 益 14,069,618 73.7 14,135,317 73.6 △ 65,699 △ 0.5

売上高割使用料 2,944,700 15.4 3,106,046 16.2 △161,345 △ 5.2

施 設 使 用 料 8,095,035 42.4 8,127,287 42.3 △ 32,251 △ 0.4 

雑 収 益 3,029,882 15.9 2,901,983 15.1 127,898 4.4

営 業 外 収 益 2,642,614 13.8 3,435,770 17.9 △793,156 △23.1

受 取 利 息 

及 び 配 当 金 
806,682 4.2 1,416,192 7.4 △609,509 △43.0

一般会計補助金 1,610,292 8.4 1,752,389 9.1 △142,097 △ 8.1 

雑 収 益 225,639 1.2 267,189 1.4 △ 41,550 △15.6

 

特 別 利 益 2,376,504  12.4 1,637,559 8.5 738,944 45.1

 特 別 利 益 2,376,504  12.4 1,637,559 8.5 738,944 45.1

（注１） 売上高割使用料は、卸売業者等の売上高の一定率を使用料としている。 

（注２）施設使用料は、卸売業者等の使用面積等に単価を乗じて使用料としている。 

 

営業収益は、１４０億６，９６１万余円であり、前年度（１４１億３，５３１万余円）と比

較して、６，５６９万余円（０．５％）減少している。これは、雑収益が１億２，７８９万余

円増加したものの、売上高割使用料が１億６，１３４万余円、施設使用料が３，２２５万余円

減少したことによるものである。 

売上高割使用料を部類別に見ると、表４のとおり、前年度と比較して、水産物、青果物、食

肉及び花きのすべての部類で減少している。 

施設使用料徴収の対象となる面積及び容積は表５のとおりであり、種類別施設使用料は、表

６のとおりである。 
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（表４）部類別・売上高割使用料比較             （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

部 類 

平成２１年度 

(A) 

平成２０年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

水 産 物 1,144,249 1,261,385 △117,135 △9.3

青 果 物 1,365,310 1,384,534 △ 19,223 △1.4

食 肉 196,258 212,794 △ 16,535 △7.8

生鮮食料品計 2,705,819 2,858,713 △152,894 △5.3

花 き 217,261 224,002 △  6,740 △3.0

そ の 他 21,619 23,330 △  1,710 △7.3

合 計 2,944,700 3,106,046 △161,345 △5.2

（注）金額は、卸売業者、仲卸業者の合計である。ただし、その他の欄は、卸売業者、 

仲卸業者及び関連事業者の合計である。 

 

（表５）施設使用料徴収対象面積及び容積 

年 度 

種 類 

平成２１年度

（A） 

平成２０年度

（B） 

増(△)減 

(C)=(A)-(B) 

売場面積（ｍ２） 197,180.6 197,994.8 △  814.2 

事務室及び売店面積（ｍ２） 129,541.9 129,156.5 385.4 

土地面積（ｍ２） 29,958.3 32,190.4 △2,232.1 

車両置場面積（ｍ２） 178,269.3 176,048.9 2,220.4 

冷蔵庫容積（ｍ３） 58,768.5 57,215.3 1,553.2 

その他面積（ｍ２） 145,187.8 143,821.5 1,366.3 

（注）面積及び容積は、両年度とも年度末（３月３１日）現在の数値である。 

 

（表６）種類別施設使用料比較               （単位：千円、％） 

増（△）減     年 度 

 

種 類 

平成２１年度

(A) 

平成２０年度 

(B) 金  額 

(C)=(A)-(B) 

率 

(C)/(B)×100 

売 場 使 用 料 1,897,651 1,916,651 △19,000 △1.0

事務所及び売店

使 用 料 
3,065,217 3,079,547 △14,329 △0.5

土 地 使 用 料 245,275 242,358 2,916 1.2

車両置場使用料 1,086,234 1,103,282 △17,047 △1.5

冷凍室・冷蔵庫

使 用 料 
790,276 797,134 △ 6,857 △0.9

その他使用料 1,010,380 988,312 22,067 2.2

合 計 8,095,035 8,127,287 △32,251 △0.4
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営業外収益は、２６億４，２６１万余円であり、前年度（３４億３，５７７万余円）と比較

して、７億９，３１５万余円（２３．１％）減少している。これは、受取利息及び配当金が６

億９５０万余円、一般会計補助金が１億４，２０９万余円それぞれ減少したことなどによるも

のである。受取利息及び配当金の減少は、資金の運用利率が、前年度と比較して低下したこと

などによるものである。 

一般会計補助金は、１６億１，０２９万余円であり、前年度（１７億５，２３８万余円）と

比較して１億４，２０９万余円減少している。一般会計補助金の内訳は、表７のとおりであり、

業務指導等監督事業費が７，２８０万余円、生鮮食料品流通対策費が６，８８７万余円それぞ

れ減少している。 

特別利益は、交通局に築地市場（大江戸線勝どきシールドトンネル）地下部分を貸付けによ

り収入したもの(１６億３，７５６万余円)、食肉市場の旧分場用地を生活文化スポーツ局に有

償所管換したことにより収入したもの（７億３，８９４万余円）である。 

 

（表７）一般会計補助金の内訳比較表                （単位：千円） 

区    分 平成２１年度 平成２０年度 増（△）減 

業務指導等監督事業費 1,568,087 1,640,888 △ 72,801

 管理費 1,437,381 1,506,840 △ 69,459

人件費・通勤手当等 1,316,465 1,396,343 △ 79,878
 
一般事務費等 120,916 110,497 10,419

業務費 105,666 106,765 △ 1,099
 

減価償却費等 25,040 27,283 △  2,243

生鮮食料品流通対策費 40,813 109,683 △ 68,870

企業債利息等 1,392 1,818 △    426

合     計 1,610,292 1,752,389 △142,097

  （注） 一般会計補助金は、公正取引の実現等を目的とした業務や生鮮食料の安定供給等の 

消費者行政を内容とした事業など行政的経費に対して、一般会計より補助するもので 

ある。 
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（２）費用について 

費用は、表８のとおり、総費用１５９億５，５１２万余円であり、その内訳は、営業費用 

１５４億８，９０８万余円、営業外費用４億６，６０４万余円である。 

 

（表８）費用比較表                        （単位：千円、％） 

平成２１年度 平成２０年度 増（△）減 年 度 

 

科 目 
金  額 

(A) 
構成比

金  額 

(B) 
構成比 

金額 

(C)=(A)-(B) 
率 

(C)/(B)×100 

総 費 用 15,955,127 100   16,722,199 100 △767,072 △ 4.6

営 業 費 用 15,489,081 97.1 16,046,396 96.0 △557,315 △ 3.5

管 理 費 10,049,313 63.0 10,787,964 64.5 △738,651 △ 6.8

給与関係費 3,789,912 23.8 4,057,996 24.3 △268,083     △ 6.6

物 件 費 5,245,014 32.9 5,711,009 34.2 △465,994 △ 8.2

修 繕 費 723,331 4.5 707,591 4.2 15,740 2.2
 

補 助 費 291,054 1.8 311,368 1.9 △ 20,313 △ 6.5

業 務 費 112,527 0.7 111,009 0.7 1,517 1.4

減 価 償 却 費 4,927,947 30.9 4,997,703 29.9 △ 69,756 △ 1.4

 

資 産 減 耗 費 399,292 2.5 149,718 0.9 249,574 166.7

営 業 外 費 用  466,046 2.9 675,803 4.0 △209,756 △31.0

生 鮮 食 料 品 

流 通 対 策 費 
49,086 0.3 118,907 0.7 △ 69,821     △58.7  

支払利息及び 

企業債取扱諸費 
404,209 2.5 542,875 3.2 △138,666 △25.5

繰延勘定償却 4,968 0.0 7,310 0.0 △  2,342 △32.0

 

 

雑 支 出 7,782 0.0 6,709 0.0 1,073 16.0

 

営業費用は、１５４億８，９０８万余円であり、前年度（１６０億４，６３９万余円）と比

較して、５億５，７３１万余円(３．５％)減少している。これは主に、前年度と比較して、物

件費が減少したことなどにより、管理費が７億３，８６５万余円減少したことによるものであ

る。物件費の減少は、主に光熱水費の減少によるものである。 

営業外費用は、４億６，６０４万余円であり、前年度（６億７，５８０万余円）と比較して、

２億９７５万余円(３１．０％）減少している。これは主に、前年度に企業債の償還を行い、

企業債残高が減少したことなどにより、支払利息及び企業債取扱諸費が１億３，８６６万余円

減少したことによるものである。 

なお、給与費、職員数等については表９のとおりとなっている。 
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（表９）給与費明細表                    （単位：千円） 

 平成２１年度 平成２０年度 増（△）減 

給 料 1,516,720 1,590,962 △ 74,241 

手 当 1,271,941 1,361,664 △ 89,722 

法 定 福 利 費 484,866 498,284 △ 13,417 

計 3,273,528          3,450,910 △177,382 

職 員 数           ３７０人           ３７５人 △  ５人 

平 均 年 齢        ４７歳３月         ４６歳５月 １０月 

職員１人当たり

給 与 費
        7,560 千円         7,823 千円 △263 千円 

（注）１  職員数及び平均年齢は、年度末現在である。 

２  職員１人当たり給与費は、（給料＋手当）÷月当たり平均職員数である。 

 

事業の収益性を示す経営比率は、表１０のとおりであり、純損益の推移は、表１１のとおり

である。 

 

（表１０）経営比率表                          （単位：％） 

年度 

項目 
平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 算 式 

経 営資本 

営業利益率 
△  0.4 △  0.3 △  0.3 △  0.4   △   0.3 

営業利益

経営資本

営業収益 

営業利益率 
△ 12.1 △ 10.6 △  10.1 △ 13.5 △  10.1 

営業利益

営業収益

総費用対 

総収益比率 
98.3 98.9 121.0 87.1 83.6 

総 費 用

総 収 益

    （注）  経営資本＝総資本－（建設仮勘定＋投資） 

 

 

（表１１）純損益の推移                      （単位：百万円） 

年度 

区分 
平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度

営業損（△）益 △1,713 △1,508 △1,442 △1,911    △ 1,419

経常損（△）益 327 208 185 848 757

純 損 ( △ ) 益  327 208 △3,805 2,486 3,133
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３財政状態について 

（１）資本的収支について 

資本取引に係る資金の動きを示す資本的収支の状況は、表１２のとおりである。 

当年度における資本的収入は、１１億５２１万余円であり、前年度（３３億３，６０７万

円）と比較して、２２億３，０８５万余円減少している。これは、その他資本収入が７億６，

１６０万余円増加したものの、企業債収入が３０億６，２０８万余円減少したことなどによる

ものである。 

その他資本収入の増加は、食肉市場の旧分場用地を生活文化スポーツ局に有償所管換したこ

とによるものである。 

資本的支出は、７２億６，００５万余円であり、前年度（１３２億６，８７８万余円）と比

較して、６０億８７３万余円減少している。これは主に、企業債償還金が５８億９，２５４万

余円減少したことによるものである。 

資金収支の状況は、表１３のとおり、差引額は、６８億５４０万余円の財源不足となってい

る。これに損益勘定留保資金等を補てんした結果、１９億６１３万余円の資金余剰となってい

る。 

なお、当年度末における資金残高は、表１４のとおりである。 

 

（表１２）資本的収支比較表                   （単位：千円） 

項    目 平成２１年度 平成２０年度 増（△）減 

資本的収入 1,105,213 3,336,070  △ 2,230,856

企業債収入 0 3,062,081 △ 3,062,081

国庫補助金収入 340,039 270,417 69,622 

その他資本収入 765,174 3,572 761,602

資本的支出 7,260,052 13,268,787 △ 6,008,735

建設改良費 5,689,778 5,789,165 △    99,386

企業債償還金 1,570,273 7,462,822 △ 5,892,548 

投資 0 16,800 △    16,800

資本的収支 △6,154,838 △9,932,717 3,777,878
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（表１３）資金収支表                         （単位：千円） 

支       出 収       入 

項      目 金  額 項      目 金  額 

資本的支出      (Ａ) 7,260,052 資本的収入      (Ｂ) 1,105,213

翌年度繰越工事資金  (Ｃ) 1,758,954 前年度繰越工事資金  (Ｄ) 1,108,389

計 (Ｅ)＝(Ａ)＋(Ｃ) 9,019,006 計 (Ｆ)＝(Ｂ)＋(Ｄ) 2,213,602

 
資本的収支不足額 

（Ｇ）＝（Ｅ）－（Ｆ） 
6,805,403

 （補てん財源内訳） 

 当期純利益 

損益勘定留保資金 

（減価償却費） 

（固定資産除却費等） 

（企業債発行差金償却） 

消費税資本的収支調整額 

3,133,609

5,333,240

4,927,947

400,324

4,968

244,689

 計    (Ｈ) 8,711,539

収益的収支資金余剰額 

(Ｉ)＝(Ｈ) 
8,711,539  

当年度資金余剰額 

（Ｊ）＝（Ｇ）－（Ｈ） 
1,906,136

 

合 計 (Ｅ)＋（Ｊ） 10,925,141 合 計 (Ｆ)＋(Ｈ) 10,925,141

 

（表１４）年度末資金残高表                      （単位：千円） 

区     分 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 平成２１年度

流動資産（Ａ） 99,214,323 208,131,393 170,959,989 168,505,251 169,911,767

流動負債（Ｂ） 29,392,702 4,405,369 5,578,114 5,171,859 4,002,235

年度末資金残高

（Ａ－Ｂ） 
69,821,621 203,726,024 165,381,875 163,333,392 165,909,531

 

（２）資産及び負債・資本について 

当年度末の資産及び負債・資本の状況は、別表２比較貸借対照表のとおりである。 

資産総額は、５，９８５億４２６万余円であり、前年度（５，９７６億２，１２４万余円）

と比較して、８億８，３０１万余円（０．１％）増加している。これは主に、有形固定資産が

５億１，６６４万余円減少したものの、流動資産が１４億６５１万余円増加したことによるも

のである。 

負債総額は、４１億３，９３３万余円であり、前年度（５２億８，９５１万余円）と比較し

て、１１億５，０１８万余円（２１．７％）減少している。これは主に、未払金が１１億５，

０９２万余円減少したことによるものである。 
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資本総額は、５，９４３億６，４９２万余円である。 

次に、当年度における企業債及び支払利息等の状況は、表１５のとおりである。 

企業債の未償還残高は、５０８億６，０４２万余円であり、前年度（５２４億３,０６９万

余円）と比較して、１５億７，０２７万余円減少している。 

また、支払利息等は、９億４，５９３万余円であり、前年度（１０億８，６８８万余円）と

比較して、１億４，０９４万余円減少している。 

 

（表１５）企業債及び支払利息等の状況                 （単位：千円） 

平成２１年度 
区   分 

平成２１年度

末残高  (A) 増 加 減 少 

平成２０年度

末残高 (B) 

増(△)減 

(A)-(B) 

企 業 債 50,860,420 0 1,570,273 52,430,694 △ 1,570,273

区   分 平成２１年度支払額 (C) 平成２０年度支払額 (D) 
増(△)減 

(C)-(D) 

企業債利息 945,143 １,075,525 △   130,381

企業債取扱

諸   費
793 11,354 △   10,561

支

払 

利

息

等 

計 945,937 1,086,880 △   140,942

     

 

以上の財政状態を財務比率の推移で見ると、表１６のとおりである。 

 

（表１６）財務比率の推移                        （単位：％） 

年度 

項目 
平成 17 年度 平成 18 年度 平成 19 年度 平成 20 年度 平成 21 年度 算 式 

流 動 比 率 4,337.5 4,724.5 3,064.8 3,258.1 4,245.4
流動資産

流動負債

自 己 資 本 

構 成 比 率 
82.4 84.7 89.6 90.3 90.8

自己資本

総 資 本

固 定 長 期 

適 合 率 
88.9 67.9 72.2 72.4 72.1

固定資産

長期資本

（注）１ 自己資本＝自己資本金＋剰余金 

２ 長期資本＝資本金＋剰余金 
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４ 建設改良事業について 

中央卸売市場では、平成１７年１１月に第８次東京都卸売市場整備計画（計画期間：平成１７

年度～平成２２年度）を策定し、各市場の整備を行っている。 

平成２１年度における建設改良事業の執行状況は、表１７のとおり、予算額８９億５，６８２

万余円に対し、執行額は５６億８，９７７万余円で、執行率は６３．５％となっている。 

 

（表１７）建設改良事業執行状況                （単位：千円、％） 

 
予算額 

(A) 

執行額 

(B) 

執行率 

(B)/(A)

翌年度への 

繰越額 (C) 

不用額 

(A)-(B)-(C)

建設改良事業 8,956,823 5,689,778 63.5 1,758,954 1,508,090

施設拡張事業 7,551,362 4,697,597 62.2 1,758,954 1,094,810

施設改良事業 855,908 444,869 52.0 0 411,038

資産購入費 7,800 5,560 71.3 0 2,239

 

建 設 利 息 541,753 541,751 100.0 0 1

 

（１）施設拡張事業について 

施設拡張事業は、予算額７５億５，１３６万余円に対し、執行額は４６億９，７５９万余円

であり、執行率は６２．２％となっている。                     

執行した事業の主なものは、大田市場の南側屋根付積込場建設工事（１６億８，５５５万余

円）、豊洲地区内道路（都市計画道路補助３１５号線）の高架化事業に係る負担金（７億４，

８６１万余円）食肉市場の市場棟増築空調換気設備工事他１３件（７億１，５８６万余円）、

である。 

また、食肉市場の市場棟増築工事の工期を延長したことなどにより、１７億５，８９５万余

円を翌年度へ繰り越している。 

 

（２）施設改良事業について 

施設改良事業は、予算額８億５，５９０万余円に対し、執行額は４億４，４８６万余円であ

り、執行率は５２．０％となっている。 

その主なものは、大田市場の事務棟空調設備改良工事他５件（１億３，５９３万余円）築地

市場の自動火災報知設備改良工事他６件（１億３，２８８万余円）、である。 

 

 



（別表１）比較損益計算書
（単位：円、％）

平成２１年度 平成２０年度
金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

14,069,618,558      14,135,317,572      65,699,014  △      0.5  △    

売 上 高 割 使 用 料 2,944,700,357       3,106,046,182       161,345,825  △     5.2  △    

施 設 使 用 料 8,095,035,746       8,127,287,470       32,251,724  △      0.4  △    

雑 収 益 3,029,882,455       2,901,983,920       127,898,535         4.4        

15,489,081,091      16,046,396,252      557,315,161  △     3.5  △    

管 理 費 10,049,313,177      10,787,964,336      738,651,159  △     6.8  △    

業 務 費 112,527,830         111,009,959         1,517,871           1.4        

減 価 償 却 費 4,927,947,516       4,997,703,563       69,756,047  △      1.4  △    

資 産 減 耗 費 399,292,568         149,718,394         249,574,174         166.7      

1,419,462,533       1,911,078,680       491,616,147  △     25.7  △   

2,642,614,076       3,435,770,827       793,156,751  △     23.1  △   

受 取 利 息 及 び
配 当 金

806,682,962         1,416,192,486       609,509,524  △     43.0  △   

一 般 会 計 補 助 金 1,610,292,000       1,752,389,000       142,097,000  △     8.1  △    

雑 収 益 225,639,114         267,189,341         41,550,227  △      15.6  △   

466,046,655         675,803,494         209,756,839  △     31.0  △   

生 鮮 食 料 品
流 通 対 策 費

49,086,317          118,907,799         69,821,482  △      58.7  △   

支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

404,209,266         542,875,734         138,666,468  △     25.5  △   

繰 延 勘 定 償 却 4,968,840           7,310,950           2,342,110  △       32.0  △   

雑 支 出 7,782,232           6,709,011           1,073,221           16.0       

757,104,888         848,888,653         91,783,765  △      10.8  △   

2,376,504,865       1,637,559,964       738,944,901         45.1       

特 別 利 益 2,376,504,865       1,637,559,964       738,944,901         45.1       

3,133,609,753       2,486,448,617       647,161,136         26.0       

16,040,634,492      18,527,083,109      2,486,448,617  △   13.4  △   

12,907,024,739      16,040,634,492      3,133,609,753  △   19.5  △   

特 別 利 益

当年度未処理欠損金

当 年 度 純 利 益

前年度繰越欠損金

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

増（△）減
科　　目

営 業 収 益

営 業 費 用
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

428,573,474,145   71.6 429,092,005,910   71.8 518,531,765  △       0.1  △      

428,239,430,842   71.6 428,756,079,590   71.7 516,648,748  △       0.1  △      

土 地 188,887,217,909   31.6 189,657,184,065   31.7 769,966,156  △       0.4  △      

立 木 722,731,184       0.1 717,308,893       0.1 5,422,291             0.8          

建 物 122,999,942,737   20.6 124,179,100,785   20.8 1,179,158,048  △     0.9  △      

構 築 物 17,282,456,980    2.9 17,442,527,210    2.9 160,070,230  △       0.9  △      

機 械 及 び 装 置 22,820,108,033    3.8 23,952,259,075    4.0 1,132,151,042  △     4.7  △      

車 両 運 搬 具 4,431,593         0.0 4,117,323         0.0 314,270               7.6          

工具器具及び備品 56,670,373        0.0 50,721,559        0.0 5,948,814             11.7         

建 設 仮 勘 定 75,465,872,033    12.6 72,752,860,680    12.2 2,713,011,353         3.7          

8,388,903         0.0 9,558,320         0.0 1,169,417  △         12.2  △     

施 設 利 用 権 1,888,832         0.0 3,058,249         0.0 1,169,417  △         38.2  △     

電 話 加 入 権 6,500,071         0.0 6,500,071         0.0 0                     0

325,654,400       0.1 326,368,000       0.1 713,600  △           0.2  △      

投 資 有 価 証 券 300,000,000       0.1 300,000,000       0.1 0                     0

出 資 金 6,000,000         0.0 6,000,000         0.0 0                     0

貸 付 金 19,654,400        0.0 20,368,000        0.0 713,600  △           3.5  △      

169,911,767,013   28.4 168,505,251,849   28.2 1,406,515,164         0.8          

169,051,508,036   28.2 166,517,069,254   27.9 2,534,438,782         1.5          

預 金 169,051,508,036   28.2 166,517,069,254   27.9 2,534,438,782         1.5          

358,713,607       0.1 610,238,225       0.1 251,524,618  △       41.2  △     

営 業 未 収 金 103,904,405       0.0 95,403,083        0.0 8,501,322             8.9          

営 業 外 未 収 金 248,570,881       0.0 112,757,164       0.0 135,813,717           120.4        

未 収 消 費 税 及 び
地 方 消 費 税 還 付 金

0                 0 124,232,800       0.0 124,232,800  △       100　△    

そ の 他 未 収 金 6,238,321         0.0 277,845,178       0.0 271,606,857  △       97.8  △     

1,244,370         0.0 1,244,370         0.0 0                     0

そ の 他 貯 蔵 品 1,244,370         0.0 1,244,370         0.0 0                     0

478,101,000       0.1 1,352,600,000     0.2 874,499,000  △       64.7  △     

前 払 金 478,101,000       0.1 1,352,600,000     0.2 874,499,000  △       64.7  △     

22,200,000        0.0 24,100,000        0.0 1,900,000  △         7.9  △      

保 管 有 価 証 券 22,200,000        0.0 24,100,000        0.0 1,900,000  △         7.9  △      

19,020,140        0.0 23,988,980        0.0 4,968,840  △         20.7  △     

19,020,140        0.0 23,988,980        0.0 4,968,840  △         20.7  △     

598,504,261,298   100 597,621,246,739   100 883,014,559           0.1          

そ の 他 流 動 資 産

繰 延 勘 定

現 金 及 び 預 金

未 収 金

貯 蔵 品

前 払 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資

流 動 資 産

企 業 債 発 行 差 金

（注）有形固定資産の減価償却累計額は、平成２１年度86,245,888,785円、平成２０年度81,842,328,733円である。

資 産 合 計

科　　目
増（△）減平成２１年度 平成２０年度

構成比 構成比

固 定 資 産
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（別表２）比較貸借対照表
（単位：円、％）

金     額 金     額 金     額 率
(Ａ) (Ｂ) (Ｃ)＝(Ａ)－(Ｂ) (C)/(B)×100

137,095,608       0.0 117,657,540       0.0 19,438,068          16.5       

137,095,608       0.0 117,657,540       0.0 19,438,068          16.5       

預 り 保 証 金 137,095,608       0.0 117,657,540       0.0 19,438,068          16.5       

4,002,235,879     0.7 5,171,859,320     0.9 1,169,623,441  △   22.6  △   

2,686,072,114     0.4 3,836,996,923     0.6 1,150,924,809  △   30.0  △   

営 業 未 払 金 1,356,181,871     0.2 1,572,561,066     0.3 216,379,195  △     13.8  △   

営 業 外 未 払 金 22,635,035        0.0 33,357,963        0.0 10,722,928  △      32.1  △   

建設改良費未払金 1,306,827,911     0.2 2,230,314,797     0.4 923,486,886  △     41.4  △   

そ の 他 未 払 金 427,297           0.0 763,097           0.0 335,800  △         44.0  △   

54,386,100        0.0 46,174,600        0.0 8,211,500           17.8       

未 払 消 費 税 54,386,100        0.0 46,174,600        0.0 8,211,500           17.8       

15,221,565        0.0 14,699,938        0.0 521,627             3.5        

営 業 前 受 金 121,705           0.0 121,705           0.0 0                   0

営 業 外 前 受 金 15,099,860        0.0 14,578,233        0.0 521,627             3.6        

1,246,556,100     0.2 1,273,987,859     0.2 27,431,759  △      2.2  △    

預 り 保 証 金 1,246,556,100     0.2 1,273,987,859     0.2 27,431,759  △      2.2  △    

4,139,331,487     0.7 5,289,516,860     0.9 1,150,185,373  △   21.7  △   

405,764,857,780   67.8 402,230,080,728   67.3 3,534,777,052       0.9        

354,904,436,968   59.3 349,799,386,468   58.5 5,105,050,500       1.5        

固 有 資 本 金 2,180,981,776     0.4 2,180,981,776     0.4 0                   0

繰 入 資 本 金 24,922,254,586    4.2 24,922,254,586    4.2 0                   0

組 入 資 本 金 327,801,200,606   54.8 322,696,150,106   54.0 5,105,050,500       1.6        

50,860,420,812    8.5 52,430,694,260    8.8 1,570,273,448  △   3.0  △    

企 業 債 50,860,420,812    8.5 52,430,694,260    8.8 1,570,273,448  △   3.0  △    

188,600,072,031   31.5 190,101,649,151   31.8 1,501,577,120  △   0.8  △    

47,184,103,966    7.9 46,714,240,339    7.8 469,863,627         1.0        

受 贈 財 産 評 価 額 5,535,120,398     0.9 5,295,823,012     0.9 239,297,386         4.5        

国 庫 補 助 金 41,642,123,568    7.0 41,411,557,327    6.9 230,566,241         0.6        

その他資本剰余金 6,860,000         0.0 6,860,000         0.0 0                   0

141,415,968,065   23.6 143,387,408,812   24.0 1,971,440,747  △   1.4  △    

建 設 改 良 積 立 金 150,480,242,664   25.1 155,585,293,164   26.0 5,105,050,500  △   3.3  △    

貸 付 資 金 積 立 金 3,842,750,140     0.6 3,842,750,140     0.6 0                   0

当 年 度 未 処 理
欠 損 金

12,907,024,739    2.2 16,040,634,492    2.7 3,133,609,753  △   19.5  △   

594,364,929,811   99.3 592,331,729,879   99.1 2,033,199,932       0.3        

598,504,261,298   100 597,621,246,739   100 883,014,559         0.1        負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

借 入 資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 合 計

利 益 剰 余 金

科　　目
増（△）減平成２１年度 平成２０年度

構成比 構成比

固 定 負 債

そ の 他 固 定 負 債

前 受 金

資 本 金

負 債 合 計

流 動 負 債

未 払 金

預 り 金

未 払 消 費 税
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